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１ 空家等対策の推進に関する特別措置法 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律１２７号） 

（目的） 

第１条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民

の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保

護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空

家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二

項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進

するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推

進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住

その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に

定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するもの

を除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険と

なるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行わ

れていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図る

ために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（空家等の所有者等の責務） 

第３条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪

影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第４条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等

に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものと

する。 

（基本指針） 

第５条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施する

ための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 資 料  



 

51 

 

資 

料 

 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、

あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第６条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、

基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）

を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に

関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促

進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二

項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規

定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情

報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

（協議会） 

第７条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協

議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 
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２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の

議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が

必要と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（都道府県による援助） 

第８条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこ

の法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的

な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

（立入調査等） 

第９条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を

把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことが

できる。 

２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該

職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることがで

きる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所

に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通

知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、

この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す

証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第１０条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情

報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のた

めに必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために

内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているものの

うち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する

目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するもの

について、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要

な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 
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３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関

係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報

の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第１１条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は

賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適

切に管理されているものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関する

データベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第１２条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対

し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第１３条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者

が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供

その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（特定空家等に対する措置） 

第１４条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば

倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのあ

る状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとる

よう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等

の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予

期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要

な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措

置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の

猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命

じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び

提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意

見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 
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５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対

し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措

置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなけ

ればならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によっ

て命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に

規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証

拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜら

れた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期

限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の

定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせるこ

とができる。 

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措

置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しく

は指導又は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める

手続により命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担にお

いて、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができ

る。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限まで

にその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置

を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土

交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１２ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。

この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げて

はならない。 

１３ 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章

（第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

１４ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図

るために必要な指針を定めることができる。 

１５ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通

省令・総務省令で定める。 
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（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第１５条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の

適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、

地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づ

く空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の

措置を講ずるものとする。 

（過料） 

第１６条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過

料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の

過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布

の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（平成二七年政令第五〇号で、本文に係る部分は、平成二七年二月二六日から、ただし書に

係る部分は、平成二七年五月二六日から施行） 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案

し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づい

て所要の措置を講ずるものとする。 
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２ 津山市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条例 

 

津山市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条例（平成２７年津山市条例第６１号） 

（目的） 

第１条 この条例は，空家等の適切な管理及び活用の促進に関し，所有者等及び市の責務を

明らかにするとともに，空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７

号。以下「法」という。）に定めるもののほか，空家等に関する対策の実施に関し必要な

事項を定めることにより，市民の生活環境を保全し，もって魅力ある住みよいまちづくり

の推進に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 空家等 建築物又はこれに付属する工作物であって居住その他の使用がなされて

いないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）

をいう。ただし，国又は地方公共団体が所有し，又は管理するものを除く。 

（２） 所有者等 空家等の所有者又は管理者をいう。 

（３） 市民 市内に住所を有する者及び市内に勤務し，在学し，又は滞在する者をいう。 

（４） 市民等 市民及び市内において事業活動を行う事業者をいう。 

（５） 特定空家等 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状

態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態，適切な管理が行われていないことに

より著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置する

ことが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（所有者等の責務） 

第３条 所有者等は，適切な管理が行われていない空家等が防災，衛生，景観等の市民の生

活環境に深刻な影響を及ぼしていることを自覚し，周辺の生活環境に悪影響を及ぼさない

よう，空家等の適切な管理及び活用に努めるとともに，市の空家等に関する対策に協力し

なければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は，空家等の適切な管理及び活用の促進がなされるよう，必要な施策を実施する

ものとする。 

（情報提供） 

第５条 市民等は，適切な管理が行われていない空家等を発見したときは，速やかに，その

情報を市に提供するよう努めるものとする。 

（空家等対策計画） 
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第６条 市長は，空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため，法第６条第１項

に規定する空家等対策計画（次項において「空家等対策計画」という。）を定めるものと

する。 

２ 空家等対策計画においては，次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１） 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家

等に関する対策に関する基本的な方針 

（２） 計画期間 

（３） 空家等の調査に関する事項 

（４） 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

（５） 空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項 

（６） 特定空家等に対する措置（法第１４条第１項の規定による助言若しくは指導，同

条第２項の規定による勧告，同条第３項の規定による命令又は同条第９項若しくは第１

０項の規定による代執行をいう。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

（７） 市民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

（８） 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

（９） その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

（協議会） 

第７条 法第７条第１項の規定に基づき，津山市空家等対策協議会（次項において「協議会」

という。）を置く。 

２ 協議会は，委員１０人以内をもって組織し，法第７条第２項に規定する者のうちから市

長が委嘱する。 

３ 委員の任期は２年とし，補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし，再任を防

げない。 

（緊急安全措置） 

第８条 市長は，特定空家等に起因して，人の生命，身体又は財産に危害が生じる危険が切

迫しており，かつ，当該特定空家等の所有者等が必要な措置を講ずることができない特別

の事情があると認めるときは，その危険な状態を回避するために必要な最小限度の措置を

自ら行い，又は委任した者に行わせることができる。 

２ 市長は，前項の措置（以下この条において「緊急安全措置」という。）を行い，又は行

わせるに当たっては，当該特定空家等の所有者等の同意を得なければならない。ただし，

過失がなくて緊急安全措置を講じようとする空家等の所有者等を確知することができない

ときは，この限りでない。 

３ 前項ただし書の場合においては，市長は，緊急安全措置を行う旨をあらかじめ公告する

ものとする。 
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４ 市長は，緊急安全措置を講じたときは，それに要した費用を当該緊急安全措置を講じた

特定空家等の所有者等から徴収することができる。 

（支援） 

第９条 市長は，空家等の適切な管理及び活用の促進のため必要があると認めるときは，所

有者等に対し，空家等についての改修，除却その他必要な支援を行うことができる。 

（関係機関との連携） 

第１０条 市長は，法及びこの条例の施行のため必要があると認めるときは，必要な情報を

提供し，警察その他の関係機関に協力を求めることができる。 

（委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に

定める。 

付 則 

この条例は，平成２８年４月１日から施行する。 
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３ 津山市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する規則 

 

津山市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する規則（平成２８年津山市規則第２号） 

（趣旨） 

第１条 この規則は，空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。

以下「法」という。）及び津山市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条例（平成

２７年津山市条例第６１号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は，法及び条例において使用する用語の例による。 

（特定空家等の認定） 

第３条 法第２条第２項及び条例第２条第５号の特定空家等の認定の基準は，市長が別に定

める。 

（情報の管理） 

第４条 市長は，法第９条第１項の調査を行ったとき又は条例第５条の規定による情報提供

を受けたときは，空家等管理台帳（様式第１号）を作成するものとする。 

（立入調査） 

第５条 法第９条第３項の規定による通知は，立入調査実施通知書（様式第２号）により行

うものとする。 

２ 法第９条第４項の証明書は，立入調査員証（様式第３号）とする。 

（特定空家等に対する措置） 

第６条 法第１４条第１項の助言又は指導は，助言・指導書（様式第４号）により行うもの

とする。ただし，同項の助言については，必要により口頭で行うことができる。 

２ 法第１４条第２項の規定による勧告は，勧告書（様式第５号）により行うものとする。 

３ 法第１４条第３項の規定による命令は，命令書（様式第６号）により行うものとする。 

４ 法第１４条第４項の通知書の様式は，命令に係る事前の通知書（様式第７号）とする。 

５ 法第１４条第５項の規定による請求は，公開による意見の聴取請求書（様式第８号）に

より行うものとする。 

６ 法第１４条第７項の規定による通知は，公開による意見の聴取通知書（様式第９号）に

より行うものとする。 

７ 法第１４条第９項の規定による処分を行う場合において，次の各号に掲げる書類の様式

は，それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１） 行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）第３条第１項の文書 戒告書（様式第

１０号） 
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（２） 行政代執行法第３条第２項の代執行令書 代執行令書（様式第１１号） 

（３） 行政代執行法第４条の証票 執行責任者証（様式第１２号） 

８ 法第１４条第１１項の標識の様式は，標識（様式第１３号）とする。 

（協議会の所掌事務） 

第７条 条例第７条第１項の津山市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）は，次の

各号に掲げる事項について協議する。 

（１） 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること。 

（２） 第３条の規定による特定空家等の認定に関すること。 

（３） 法第９条第１項及び第２項の調査の実施並びに特定空家等に対する措置の方針に

関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか，協議会が必要と認める事項 

（協議会の会長及び副会長） 

第８条 協議会に会長及び副会長各１人を置き，会長は市長をもって充て，副会長は委員の

うちから会長が指名する。 

２ 会長は，会務を総理し，協議会を代表する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，その職務を

代理する。 

（協議会の会議） 

第９条 協議会の会議は，会長が招集し，その議長となる。 

２ 協議会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は，出席委員の過半数でこれを決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 

４ 協議会の会議において必要と認めたときは，委員以外の者の出席を求め，その説明又は

意見を聴くことができる。 

（専門部会） 

第１０条 協議会は，第７条各号に掲げる事項について専門的事項を調査するため，専門部

会を置くことができる。 

２ 専門部会は，会長が指名する委員をもって組織する。 

（緊急安全措置に係る同意） 

第１１条 条例第８条第２項の特定空家等の所有者等の同意は，次の各号に掲げる事項につ

いて，緊急安全措置に係る同意書兼宣誓書（様式第１４号）により得るものとする。 

（１） 空家等の所在地 

（２） 緊急安全措置の内容 

（３） 緊急安全措置に要する費用 
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（４） 前３号に掲げるもののほか，市長が必要と認める事項 

（その他） 

第１２条 この規則に定めるもののほか，法及び条例の施行に関し必要な事項は，市長が別

に定める。 

付 則 

この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 
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４ 津山市空家等対策協議会 委員名簿 

 

（委員任期：平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日） 

職 名 委 員 名 所    属 

会 長 宮地
み や じ

  昭
あき

範
のり

 津山市長 

副会長 橋本
はしもと

  政
まさ

己
み

 一般社団法人 岡山県建築士会津山支部 

委 員 

坂本
さかもと

  道
みち

治
はる

 津山市連合町内会 

清水
し み ず

  弘
ひろ

枝
え

 岡山弁護士会 

三木
み き

  富
ふ

佐子
さ こ

 岡山県司法書士会 

石本
いしもと

  憲
のり

行
ゆき

 岡山県土地家屋調査士会  

小坂田
お さ か だ

  稔
みのる

 学校法人 美作学園 美作大学 

橋本
はしもと

  成
せい

仁
じ

 国立大学法人 岡山大学 大学院 

小橋
こ ば し

  博
ひろ

志
し

 岡山地方法務局 津山支局 

矢部
や べ

  良
よし

正
ただ

 岡山県美作県民局 地域政策部 環境課 

 

  



 

63 

 

資 

料 

 

５ 空家等所有者アンケート調査結果 

 

（１）空家等の利用状況 

 

 

【図表 1 空家等の利用状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の利用状況について、「まったく利用していない」と回答した割合が 32.9％と最

も高く、「倉庫・物置・車庫などとして利用している」（17.5％）、「お盆などの時期に帰

郷して利用している」（15.7％）が続いている。 

 

  

問１ 現在の利用状況について、該当するものに○をしてください。 

32.9 

17.5 

15.7 

9.5

9.3

4.3

0.2

11.9 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40%

まったく利用していない

倉庫・物置・車庫などとして利用している

お盆などの時期に帰郷して利用している

売却・賃貸住宅として不動産会社に管理して

もらっている

週末や休暇時に利用している

福祉施設又は親族宅に入居しており、一時的に

空き家となっている

地域住民やボランティア団体などの活動場所

として貸している

その他

無回答

n=578



 

64 

（２）住まいとして利用しなくなった理由 

 

 

 

【図表 2 住まいとして利用しなくなった理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住まいとして利用しなくなった理由について、「居住者死亡のため」、「相続により取得

したが、他所に住んでいるため」と回答した割合が高くなっている。 

 

 

  

問２ 建築物を常時住まいとして利用しなくなった理由について、該当するものに○をしてく

ださい。 

28.9 

27.9 

13.0 

10.4 

9.9 

9.0 

6.4 

5.5

5.2

3.3

2.6

0.9

10.4

4.8

0% 10% 20% 30%

居住者死亡のため

相続により取得したが、他所に住んでいるため

貸家であったが、借り手がいないため

施設入所のため

引越ししたため

老朽化したため

売却・賃貸のため

居住用に購入したが、常時利用していないため

親族の家に同居のため

住宅以外の目的で購入したが、利用していないため

転勤や長期出張等のため

建て替えやリフォームにより、一時的に不在と

なっているため

その他

無回答

n=578
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7.6 15.2 16.1 21.1 9.3 15.7 2.4 12.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=578

１年未満 １年以上３年未満 ３年以上５年未満
５年以上１０年未満 １０年以上１５年未満 １５年以上
わからない 無回答

（３）空家等として利用していない期間 

 

 

【図表 3 利用していない期間】 

 

 

 

 

 

 

（４）空家等の管理者 

 

 

【図表 4 空家等の管理者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等の管理者について、「所有者本人、または家族（相続人を含む）」と回答した割

合が 62.3％と最も高く、「不動産会社」（7.1％）、「家族以外の親族」（6.7％）が続いて

いる。 

また、「管理者はいない」と回答した割合が 11.1％となっている。 

  

問４ 空き家をどなたに管理してもらっていますか。該当するものに○をしてください。 

問３ 空き家として利用していない期間について、該当するものに１つだけ○をしてください。 

62.3 

7.1 

6.7 

2.2 

0.2 

0.2 

11.1 

3.3 

8.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

所有者本人、または家族（相続人を含む）

不動産会社

家族以外の親族

知人

空き家の所在している地元町内会

営利を目的としていないＮＰＯ法人などの団体

管理者はいない

その他

無回答

n=578
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21.8 32.0 15.4 4.7 8.1 10.6 7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=578

月に１回程度 年に２・３回程度
年に１回程度 近隣住民から連絡があったとき
管理していない その他
無回答

（５）維持管理の頻度 

 

 

 

【図表 5 維持管理の頻度】 

 

 

 

 

 

 

 

維持管理の頻度について、「年に２・３回程度」と回答した割合が 32.0％と最も高く、

「月に１回程度」（21.8％）、「年に１回程度」（15.4％）が続いている。 

 

 

  

問５ 空き家の維持管理（外観による建築物の損傷確認、立木の剪定、草刈りなど）の状況に

ついて、該当するものに１つだけ○をしてください。 
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（６）維持管理で困っていること 

 

 

【図表 6-1 維持管理で困っていること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持管理で困っていることについて、「草木の繁茂」と回答した割合が 56.2％と最も

高く、「屋根、外壁、窓ガラスなどの損傷」（18.0％）、「放火のおそれ」（15.2％）、「不審

者の侵入」（13.3％）が続いている。 

また、「特にない」と回答した割合は 19.0％であり、無回答も除く７割半ばが何らか

の困っていることを挙げている。 

 

  

問６ 空き家の維持管理で困っていることについて、該当するものに○をしてください。 

56.2 

18.0 

15.2 

13.3 

7.3 

3.5 

2.1 

19.0 

5.7 

6.6 

0% 20% 40% 60%

草木の繁茂

屋根、外壁、窓ガラスなどの損傷

放火のおそれ

不審者の侵入

害虫の発生、動物の繁殖

不法投棄

建築物の隣地や道路への倒壊のおそれ

特にない

その他

無回答

n=578
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14.7 24.7 21.1 21.8 10.4 7.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=578

予定がある
条件が整えば、利活用する
具体的な予定はないが、将来的には利活用したい
考えていない
利活用はしない
無回答

（７）利活用の意向 

 

 

 

【図表 7 利活用の意向】 

 

 

 

 

 

 

 

利活用について、「予定がある」と回答した割合が 14.7％、「条件が整えば、利活用す

る」と回答した割合が 24.7％と、利活用の意向が強い所有者の割合が約４割となってい

る。 

一方、「利活用はしない」と回答した割合が 10.4％、「考えていない」と回答した割合

が 21.8％と、利活用の意向がない所有者の割合が約３割となっている。 

 

 

  

問７ 今後、空き家の利活用（建築物除却後の跡地利用を含む。）について、どのようにお考え

ですか。該当するものに１つだけ○をしてください。 
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50.0 

24.6 

18.4 

13.2 

11.0 

10.1 

6.1 

4.4

3.1

4.8

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

売却を考えている

賃貸用住宅として活用する

所有者本人、又は家族が住宅として利用する

週末や休暇時の住まいとして利用する

倉庫、車庫として利用する

貸事務所、貸店舗として活用する

親族が住宅として利用する

駐車場などとして跡地活用する

地域住民やボランティア団体の活動の場として

活用する（建築物除却後の跡地活用を含む）

その他

無回答

n=228

（８）利活用の予定 

 

 

 

【図表 8 利活用の予定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利活用の予定について、「売却を考えている」と回答した割合が 50.0％と最も高く、「賃

貸用住宅として活用する」（24.6％）、「所有者本人、又は家族が住宅として利用する」

（18.4％）が続いている。 

  

問８ どのような利活用を予定されていますか。該当するものに○をしてください。（問７で 

「１．予定がある」、「２．条件が整えば、利活用する」と答えられた方は、ご回答ください。） 
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（９）利活用の予定・考えがない理由 

 

 

 

【図表 9 利活用の予定・考えがない理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利活用しない・考えていない理由について、「仏壇、家財等を置いているため」（24.2％）、

「住まいが遠方にあり利活用を考えていないため」（24.2％）と回答した割合が最も高く、

「建築物の他に農地・山林等があるため」（15.6％）、「経済的理由により、リフォームや

除却ができないため」（14.0％）が続いている。 

 

 

  

問９ 利活用しない、又は考えていない理由について、該当するものに○をしてください。（問

７で「４．考えていない」、「５．利活用はしない」と答えられた方は、ご回答ください。） 

24.2 

24.2 

15.6 

14.0 

11.3 

9.7 

5.4 

3.2 

1.1 

0.5 

14.0 

13.4 

0% 10% 20% 30%

仏壇、家財等を置いているため

住まいが遠方にあり利活用を考えていないため

建築物の他に農地・山林等があるため

経済的理由により、リフォームや除却ができないため

利活用の方法がわからない、又は相談者がいないため

他人に貸したくない（貸してしまうと、返してくれない

おそれがあるため）

相続、又は相続登記ができていないため

固定資産税軽減の継続適用を受けるため、建築物を

除却したくない

借地であり、土地を返却するため

資産として保有したいため

その他

無回答

n=186
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資 

料 

 

62.1 25.6 1.7 10.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=578

ある ない わからない 無回答

（10）空家等の中の家財道具の有無 

 

 

【図表 10 空家等の中の家財道具の有無】 

 

 

 

 

 

空家等の中の家財道具の有無について、「ある」と回答した割合が 62.1％、「ない」と

回答した割合が 25.6％となっている。 

 

 

（11）家財道具処分後の売却・賃貸の意向 

 

 

 

【図表 11 家財道具処分後の売却・賃貸の意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家財道具処分後の売却・賃貸の希望の有無について、「売却・賃貸ともに考えていない」

と回答した割合が 36.5％と最も高く、次いで「売却を希望する」（34.0％）となってい

る。 

また、「わからない」と回答した割合も 18.9％と高くなっている。 

 

  

問 10 空き家の中に家財道具はありますか。該当するものに１つだけ○をしてください。 

問 11 家財道具が処分・整理できれば、空き家の売却又は賃貸を希望されますか。該当するも

のに○をしてください。（問 10 で「１．ある」と答えられた方は、ご回答ください。） 

36.5 

34.0 

9.2 

18.9 

2.5 

0% 10% 20% 30% 40%

売却・賃貸ともに考えていない

売却を希望する

賃貸を希望する

わからない

無回答

n=359
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33.2 

24.9 

18.9 

15.1 

10.7 

3.6 

2.4 

9.0 

21.5 

0% 10% 20% 30% 40%

空き家の利活用や流通に関する情報提供

除却の補助制度

リフォームの補助制度

空き家の日常の維持管理に係る制度紹介

相談体制又は緊急時の連絡体制

リフォーム、緊急修繕などの業者紹介

草刈り機などの貸出業者紹介

その他

無回答

n=578

（12）行政への要望 

 

 

【図表 12 行政への要望】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、希望する行政の支援制度について、「空き家の利活用や流通に関する情報提供」

と回答した割合が 33.2％と最も高く、「除却の補助制度」（24.9％）、「リフォームの補助

制度」（18.9％）、「空き家の日常の維持管理に係る制度紹介」（15.1％）が続いている。 

 

 

  

問 12 今後、希望する行政の支援制度について、該当するものに○をしてください。 
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資 

料 

 

6.4 11.6 2.9 
2.1 5.4 6.6 6.4 58.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数(n=578)

所有者本人が耕作する
空き家と一緒に売却を希望する
農地だけの売却を希望する
知人等への貸し付けを考えている
農地中間管理機構を介した貸し付けを希望する
その他
考えていない
無回答

（13）空家等の構造・工法 

 

 

 

【図表 13 空家等の構造・工法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等の構造・工法について、「木造」と回答した割合が 62.5％と最も高く、「古民家」

（10.7％）、「鉄骨造」（10.0％）が続いている。 

 

（14）農地の利活用の意向 

 

 

 

【図表 14 農地の利活用の意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

農地の利活用に関する考えについて、「空き家と一緒に売却を希望する」と回答した割

合が 11.6％と最も高く、「所有者本人が耕作する」（6.4％）、「考えていない」（6.4％）

が続いている。 

問 13 空き家の構造・工法について、該当するものに○をしてください。また、明治・大正・

昭和・平成についても、該当する年号に○をしてください。 

問 14 空き家と一緒に農地を所有している方に、お尋ねします。農地の利活用について、どの

ようにお考えですか。該当するものに１つだけ○をしてください。 

62.5 

10.7 

10.0 

3.6 

2.9 

4.3 

9.7 

0% 20% 40% 60% 80%

木造

古民家

鉄骨造

茅葺家

その他（鉄筋コンクリート造など）

わからない

無回答

n=578
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６ 計画策定の経過 

 

年 月 日 事  項 

平成２８年  ５月  ９日（月） 第１回 津山市空家等対策協議会 

平成２８年  ７月２５日（月） 

     ～１０月３１日（月） 

空家等所有者アンケート調査 

平成２８年  ８月２３日（火） 第２回 津山市空家等対策協議会 

平成２８年１０月２４日（月） 第３回 津山市空家等対策協議会 

平成２８年１１月２９日（火） 第４回 津山市空家等対策協議会 

平成２９年 １月２４日（火） 

    ～ ２月２３日（木） 

パブリックコメント 

平成２９年 ３月 ２日（木） 第５回 津山市空家等対策協議会 
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資 

料 

 

７ 地区名及び大字名一覧表 

 

地区名 大字名 地区名 大字名 地区名 大字名 地区名 大字名 

東津山 
川崎 

東苫田 

志戸部 
高野 

押入 

勝北 

坂上 
野介代 勝部 高野山西  原 
林田 籾保 高野本郷 安井 

城東 

※東新町 紫保井 
広野 

河面 上野田 
※西新町 大田 福井 下野田 
※中之町  沼 田熊 

久米 

坪井上 
※勝間田町 弥生町 

大崎 

金井 坪井下 
※林田町 二宮 二宮 中原 中北上 
※橋本町 

院庄 
院庄 福力 宮部上 

※上之町 神戸 新田 宮部下 

城南 

※材木町 戸島 西吉田 中北下 
※伏見町 

佐良山 

福田 池ヶ原 南方中 
※京町 高尾 堂尾 一色 
※河原町  皿 

河辺 

国分寺 神代 
※船頭町 平福 日上 久米川南 
※小性町 中島 瓜生原 領家 
※吹屋町 一方 河辺 宮尾 
※新魚町 津山口 

加茂 

加茂町物見 くめ 

中央 

※堺町 井口 加茂町河井 戸脇 
※二階町 

福岡 

※大谷 加茂町山下 桑下 
※元魚町 ※昭和町一丁目 加茂町知和 桑上 
※新職人町 ※昭和町二丁目 加茂町青柳 福田下 
※戸川町 ※南町一丁目 加茂町塔中 八社 
※本町二丁目 ※横山 加茂町小中原 油木下 
※本町三丁目 ※八出 加茂町齋野谷 油木上 
※美濃町 

福南 

小桁 加茂町戸賀 油木北 

鶴城 

※桶屋町 金屋 加茂町黒木 里公文 
※下紺屋町 押渕 加茂町倉見 里公文上 

※鍛治町 荒神山 加茂町宇野  
※坪井町  種 加茂町原口 
※福渡町 

田邑 
上田邑 加茂町行重 

※細工町 下田邑 加茂町楢井 
※上紺屋町 

一宮 

一宮 加茂町百々 
※宮脇町 東一宮 加茂町中原 
※南新座 東田辺 加茂町成安 

城北 

※山下 西田辺 加茂町下津川 
※北町 山方 加茂町公郷 
※椿高下 

高田 
下横野 加茂町桑原 

※城代町 大篠 加茂町小渕 
※田町 上横野 阿波 阿波 
※大手町 

高倉 
上高倉 

勝北 

新野東 

城西 

※西寺町 下高倉東 西上 
※鉄砲町 下高倉西 西中 
※新茅町 

神庭 
吉見 西下 

※西今町 綾部 新野山形 
※茅町 

滝尾 
堀坂 日本原 

※安岡町 妙原 市場 
※小田中 三浦 大岩 

西苫田 

上河原 

成名 

草加部 大吉 
北園町 野村 奥津川 
山北 近長 上村 
総社  楢 中村 
小原  杉宮 

※印がある大字は、本計画の目標値設定に係る中心市街地



 

 

  




